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Safety-II 概念に基づく良好事例からの教訓獲得と安全性向上 

○高橋 信* 

 

1. はじめに 

 

 東日本大震災の結果生じた東京電力福島第一原子力発

電所の事故に関しては、原子力分野における安全対策の不

十分性が露呈する結果となった。事故原因の分析に関して

は数多くの報告書が作成されているが(1,2,3,4)、その多くは

旧来の現状固定的な安全概念の視点に基づくものが多く、

失敗または過誤を犯した機器や個人を見つけて責任を追

及するという視点が支配的である。本報告では、これら報

告書における後知恵的な見方と原因と結果の因果関係に

基づく事故調査の問題点を指摘し、実効性のある安全性の

向上対策を策定するためには Safety-II 概念に基づく良好

事例への着目が重要である点を指摘する。 

 

2. 事故報告書における後知恵的視点 

2.1 安全への人間の寄与の軽視  

 原子力の分野においては、安全性の定量的な評価手

法として確率論的リスク評価（Probabilistic Risk 

Analysis: PRA）が導入され、安全審査において重要な

役割を果たしている。安全審査においては可能性にあ

る事故シナリオに対して、炉心溶融に至る確率が十分

に低いことを示すことが要求される。事故の進展シナ

リオでは、人間（運転員）は期待される操作を行うこ

とが要求されるが、解析モデル上ではある確率で壊れ

る（エラーを犯す）一要素として取り扱われている。

このエラー率は様々な要素（ヒューマンマシンインタ

フェース、手順書、訓練等）により変化すると仮定さ

れており、ある程度は現実的な状況を反映させる枠組

みとはなっているが、問題は安全に対する人間のポジ

ティブな寄与が一切考慮されていないという点にあ

る。一旦エラーを犯してもリカバリーのパスを考える

ことで、一見安全へのポジティブな寄与を考慮してい

るように見えるが、特定の状況において運転員が自発

的に気付き能動的な行動を行うことでトラブルの進展

が阻止されるというシナリオは陽には考慮されていな

い。運転員は PRA シナリオで表現されているような受

動的で時として誤りを犯すだけの存在ではない。運転

員は状況を適切に判断し事象の進展に対して予測的に

対応することができる高度に能動的な存在である。こ

のような安全を確保するために人間に要求される役割

に関しては、海運の分野の方が装置産業分野より遥か

に理解が共有されているように思われる。 

 

2.2 根本原因分析の限界 

厳密な因果関係の成立性を仮定している点も旧来の

現状固定的な安全概念の視点の持つ問題点である(5)。根

本原因分析（Root Cause Analysis: RCA）では、エラ

ーの原因をその根本まで遡って詳細に分析を行うこと

が要求されている。この背後には、エラー発生のメカ

ニズムが線形伝搬と因果関係に厳密に従うという暗黙

の仮定が存在している。結果から遡れば、必ず原因に

たどり着けるという信念である。対象とするシステム

が単純で、要素分解が容易に行える場合にはこの前提

条件はある程度は満たされるが、人間とシステムの複

雑な相互作用が存在する Socio-technical(社会技術

的)システムにおいては、この前提条件は満たされない

場合が多いと考えるべきである。RCA はトラブル事象

全体のストーリーを明示化するには有用であり、その

利用価値を否定するわけではないが、逆にわかりやす

い因果関係に基づくストーリーで納得してしまう危険

性をはらんでおり、そこから導き出される安全性向上

対策が機能しない怖れがある。原子力プラントに代表

される人間を含む複雑大規模システムにおいては事故

シナリオを要素分解して表現することは常に可能では

なく、一つの結果に対して因果関係を遡ることで厳密

にその原因を同定すること自体がしばしば困難である

という。認識が広い範囲で共有されることが望ましい

と考える 

海運の分野においても、ダイナミックに変化する環

境下においては人間のポジティブな寄与がなければ安

全は確保できないと言うことに関しては十分認識され

ていると考えられるが、責任追及の場となる海難審判

等の場においては、エラーはある特定の原因の組み合

わせで起きるという因果関係の考え方が支配的である

ことは否めない。 

 

3. 良好事例への着目の重要性 

 東日本大震災時の福島第一原子力発電所の絶望的な

現場において対応を行った人間の行動には、レジリエ

ンスの面から見て多くの安全へのポジティブな寄与が

あった。後知恵として「こうすれば炉心溶融は防げた」

という主張もあるが、理論的に可能であったというこ
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とと現実的にその時の状況（外的環境、利用可能なリ

ソース、人間の心理的状況、時間的制約、等）におい

てそれが実現可能であったかということは全く違う 

ことを認識しなければならない。 

 福島第一原子力発電所事故の事象の進展の中で吉田

所長らの対応には多くの賞賛すべき点があったとの指

摘もある(6)。例えば、津波が到達して全電源喪失が起

こった直後に、所内の使用可能な消防車の状況を調べ

て、本店側に消防車の派遣を要請している。道路状況

の悪化や情報共有の問題から遠隔地からの消防車の到

着には遅れがあり、この早期の判断は重大事象の発生

を防ぐことには直接は繋がらなかったが、最終的には

このようにして派遣された消防車による注水が事象収

束に重要な役割を果たしている。 

また、1 号機における消防ポンプからの注水ラインを

格納容器内の線量が上がる前に確保していたことも特

筆に値する行為である。これは当直により独自に下さ

れた判断であり、事象の進展に極めて大きな影響を及

ぼした判断である。この注水ラインの構成の判断が遅

れ格納容器内線量が上昇してライン構成が出来なかっ

た場合、原子炉への注水手段は一切なくなり炉心溶融

の状況は、はるかに悪化していた可能性がある。 

 

4. 海運分野の安全に対する示唆 

4.1 リスク認識に対するバイアス 

 3.11 直前の原子力を廻る情勢を思い返すと、その時

点で焦点があてられていたのは「耐震裕度」問題と「高

経年化」問題である。耐震の問題に関しては 2007 年 7

月 16 日に発生した新潟県中越沖地震における東京電

力の柏崎刈羽原子力発電所の被災状況の影響を受け

て、耐震裕度の向上と再稼働に向けた議論が活発に行

われていたが、津波に対する危険性に関する議論はほ

とんど行われていなかった。今となって考えてみれば、

地震のリスクと比較して津波に対するリスクが小さい

と判断する理由はない。10m に近い津波がサイトに押

し寄せた場合の状況は、地震によりプラントが損傷を

受ける状態と比較しても、同様の危機的な状況を生じ

させるであろうことを想像することは難しいことでは

ない。このような同等のリスクのある二つの事象に関

して、前者に対しては注目が集まり詳細な議論が積み

重ねられ、後者に対してはほとんど注意が払われるこ

とはなかった。ここにはリスク認識のバイアスの問題

が深く関係している。特に、ここでは指摘したいのは

中越沖地震による Recency Bias である。Recency Bias

は Recency Effect(親近性効果)により生じる人間の普

遍的な認識のバイアスであり、時間的に最近目にした

ことに対して多くの関心を向ける人間の性質である

(7)。このようなバイアスから逃れることは困難である

が、少なくとも「危なさ」に関する認識が、様々な要

素によって偏向している可能性を意識して注意を向け

ることが重要である。 

 

4.2 想定外事象に対する認識  

 遭遇する可能性のある状況の多様性に関しては、装

置産業よりも海運の分野の方があるかに大きいと推測

される。福島第一原子力発電所事故は「想定外」であ

ったというよりも、工学的、社会的判断に基づき「想

定除外」されていた事態が発生したと考えるべきであ

るが、これまで経験したことがなく、発生確率が極め

て低い事象に対して、どのように対処するかという点

が課題であることは、共通であると考えられる。原子

力分野における新規制基準においては、ハードウエア

による対策に基づきより広範囲の厳しい事象に対応出

来るようにすることが要求されているが、これに加え

て「想像を超えた事態が発生した時に適切に対処でき

る一般的能力」はどのように醸成されるのかという点

に関しても訓練の中で検討する必要があると考えてい

る。 

 

5. おわりに 

海運分野も装置産業分野も、高度に訓練された人間

が安全性の向上に対して大きな役割を果たすという点

では共通性を持っている。今後は、ダイナミックに変

化する環境における高い安全性の確保という課題に向

けて Safety-II の概念が海運分野で広く活用されるこ

とを期待する。 
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